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2009年度男女平等産別統一闘争
全国知事会要請
全国知事会：原山調査第二部長、西村調査第二部参事ほか
自治労：植本副委員長、森総務報道局長、小原青年部長
　はじめに植本副委員長より、「自治体財政難や社会情勢の悪化により、男女共同参画センターの見直しなどに見られるよう、男女共同参画の優先度が下がることが懸念される。このような状況だからこそ、地域における男女平等参画課題の重要性の認識を深め、ワーク・ライフ・バランス（以下、「ＷＬＢ」）の推進に向け、政労使一体となった取り組みが求められる。知事会におかれては、４月に男女共同参画特別委員会を立ち上げ、男女共同参画基本法に基づいた取り組みを推進していかれることと思う。要請の主旨をご理解いただき、知事会としての考え方をお聞かせ願いたい」と述べ、個別の課題へと移った。
　引き続き、森総務報道局長より要請書に沿って、
①自治体の中で働く女性、非常勤等職員にとっては均等待遇には程遠い部分も多く、雇用危機の影響も強く受けることが懸念される。ＷＬＢ社会の実現にむけた観点からも、雇用の安定、ジェンダー平等の推進、働き方の見直しなど取り組みの強化をはかること。
②都道府県男女共同参画計画づくりを促進するとともに、各県における取り組みが全体化共有化できるよう必要な措置を講じること。
③公的審議会・各種行政委員会への女性登用を積極的におこない、特定の分野への女性の配置の集中化、または登用段階で女性の少ない職名指定など、結果として女性を排除することのないよう周知をはかること。
④2009年４月に施行された次世代育成支援対策推進の改正法（一般事業主関連部分）について周知・徹底をはかること。
などを要請した。

　これに対し、知事会側は、「男女共同参画は、なにかひとつだけ施策をつくればいいという課題ではなく、あらゆる分野での総合的な対応が必要。男女平等社会の実現に向け横糸の強化が必要と考え、知事会としても男女共同参画特別委員会において、さまざまなテーマを設定し議論している。雇用情勢が悪化している中、知事会としても緊急雇用対策という切り口で、政労使合意の下、多様な働き方が可能になるよう取り組みをすすめている。介護分野においては、処遇など問題が深刻化しており、介護報酬改定、労働条件改善も含め人材確保を厚労省へ提言している。雇用が脅かされる中、慢性的に人材が不足している分野もあり改善が求められている。これからも知事会として、マクロ・ミクロの観点から政府に申入れを行っていく。」と述べ、知事会の考え方を示した。
また、「男女共同参画基本計画の見直しにあたっては、知事会としても具体的な提言を行う予定である。地域における男女共同参画として、昨年、災害対策特別委員会と男女共同参画特別委員会共同で、女性・地域住民からみた防災施策のあり方について調査を行った。地域防災会議へ女性の参画、また施策に女性の視点がとりいれられるよう、今後とも、具体的な分野で充実がはかられるよう、新たな切り口からアプローチを行ってまいりたい。また、次世代育成支援対策特別委員会においては、子育て環境作りの一環として、男性の育休取得の向上、優良企業への優遇税制の創設などを国に提言した。今後とも目的のはっきりした具体的な取り組みを提言・提案していきたい」と述べた。
これを受け、自治労側は「男女平等条例の制定など、市町村を牽引していく役割からも、都道府県の男女共同参画における責務は大きい。制定されている自治体においても、バックラッシュなどの動きもあり、男女共同参画社会基本法の主旨を鑑み、たゆまぬ努力をお願いしたい。」と述べ、今回の申入れを終了した。
